
参考資料１．「官民連携組織」に対する支援スキームの例 
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参考資料２．既存法に基づく協議体の権能（比較表） 
一部事務組合 広域連合 事業協同組合 中心市街地活性化協議会 

  
（地方自治法） （地方自治法） （中小企業等協同組合法） （中心市街地の活性化に関する法律） 

団体の性格 特別地方公共団体 特別地方公共団体 法人 法人格なき任意団体（協議会） 

構成団体 

普通地方公共団体及び特別区 
（法第２８４条第２項） 
 

普通地方公共団体及び特別区 
（法第２８４条第３項） 
 

組合の地区内において商業、工業、鉱業、運送
業、サービス業その他の事業を行う小規模の事
業者 
（法第８条第１項） 

中心市街地整備推進機構、まちづくりの推進を
図る事業活動が目的の会社、商工会議所、社団
法人等 
（法第１５条第１項） 

設置の目的 

構成団体の事務の一部の共同処理 
（法第２８４条第２項） 
 

構成団体の事務で広域処理が適当と認めるもの
に関する広域計画の作成、 広域計画の実施の
ために必要な構成団体の事務の管理及び執行
に係る連絡調整及び構成団体の事務の一部の
広域処理 
（法第２８４条第３項） 

中小規模の商業、工業、鉱業、運送業、サービ
ス業その他の事業を行う者、勤労者その他の者
による相互扶助の精神に基づく協同事業の実施 
（法第１条） 
 

市町村が作成しようとする基本計画及びその実
施に関し必要な事項や、中心市街地の活性化の
総合的かつ一体的な推進に関し必要な事項につ
いて協議 
（法第１５条第１項） 

国等からの事務
権限の移譲 

－ 

国又は都道府県は、広域連合に対しその事務処
理の移譲を行うことができる（法第２９１条の２第
１項、第２項） 

－ － 

関係地方公共団体が、それぞれの議会の議決
を経て規約を定め、都道府県知事の許可（都道

関係地方公共団体が、それぞれの議会の議決
を経て規約を定め、都道府県知事の許可（都道

組合員になろうとする四人以上の者が定款を作
成し、創立総会を開き、その終了後必要な事項

中心市街地ごとに、協議により規約を定め、共同
で組織1

設置の手続 

を経 規約を定 、都道府県 事 許 （都道
府県の加入するものは総務大臣の許可）を得て
設置 
（法第２８４条第２項、法第２９０条第１項） 

を経 規約を定 、都道府県 事 許 （都道
府県の加入するものは総務大臣の許可）を得て
設置 
（法第２８４条第３項、第４項、法第２９１条の１１）

成 、創 総会を開 、そ 終 後必要な事項
を記載した書面を関係行政庁に提出して、設立
の認可を得て設置 
（法第２４条第１項、法第２７条第１項、法第２７条
の２第１項） 

組織
（法第１５条第１項） 

一部事務組合に担わせるべき事務内容を調整し
た後、規約にて一部事務組合の共同処理する事

広域連合に担わせるべき事務内容を調整した後、
規約にて広域連合の処理する事務を規定 

定款にて事業協同組合の行う事業を規定 
（法第３３条第１項） 

市町村が作成しようとする基本計画等の内容に
係る協議 
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事務内容 
務を規定 
（法第２８７条第１項） 
 

（法第２９１条の４） （法第９条第４項、法第１５条第１項、法第４０条
第１項） 

運営主体 

管理者又は（理事を以て構成される）理事会 
（法第２８７条第２項、法第２８７条の２第２項、第
３項） 

広域連合の長、選挙管理委員会その他執行機
関 
（法第２９１条の４第１項） 

（理事を以て構成される）理事会 
（法第３６条の５第３項） 

－ 

団体からの 
構成員の 

離脱 

関係地方公共団体の協議を経て、総務大臣又
は都道府県知事の許可を受けなければならない
（法２８６条第１項） 

関係地方公共団体の協議を経て、総務大臣又
は都道府県知事の許可を受けなければならない
（法第２９１条の３第１項） 
 

事前に予告し、事業年度末において脱退するこ
とができる自由脱退の他、組合員資格の喪失や
組合に対する義務の懈怠等による法定脱退を規
定 
（法第１８条、法第１９条） 

－ 

解散 

関係地方公共団体の協議を経て、総務大臣又
は都道府県知事に届出をしなければならない 
（法第２８８条） 

関係地方公共団体の協議を経て、総務大臣又
は都道府県知事の許可を受けなければならない
（法第２９１条の１０第１項） 
 

総会の決議等により解散したときは、その旨を関
係行政庁に届け出なければならない 
（法第６２条第１項、第２項） 
 

－ 



参考資料３．既存法に基づき、私人が行政側に対して何らかの提案を認める制度のパターン 

都市計画法の例

都市計画区域又は 
準都市計画区域内に 都市計画の決定又は

都道府県又は市町村は、決定又は変更の 
・必要がある場合 案を作成

都市計画法の例 

準都市計画区域内に 
おける一定の土地所有
者等（単独又は共同） 

都市計画の決定又は
変更について提案 

必要がある場合、案を作成
・必要がない場合、理由を提案者へ通知 
しなければならない 
（法第２１条の３、法第２１条の５第１項） 

（法第２１条の２第１項） 

観光圏整備法の例 

観光庁長官は 検討結果を

1

観光圏整備実施計画に
ついて国土交通大臣の
認定を受けた者

政府の観光圏の整備による観光
旅客の来訪及び滞在の促進に 
関する施策の改善について提案 

観光庁長官は、検討結果を
・認定事業者へ通知 
・インターネット等により公表 
しなければならない
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認定を受けた者 

構造改革特別区域法の例

しなければならない
（法第１８条第２項） （法第１８条第１項） 

民間事業者、ＮＰＯ、 
個人 業界団体など

構造改革の推進等に関し
政府が講ずべき新たな

構造改革特別区域法の例

 
 

（政府に応答義務はない）個人、業界団体など 
誰でも（地方公共団
体も可能） 

政府が講ずべき新たな
措置について提案 

（法第３条第３項） 

（政府に応答義務はない） 
 
 


